
製品安全データーシート

製造者情報

           会社名 :積水テクノ商事西日本株式会社

           住所 :大阪市北区西天満2丁目4番4号（堂島関電ビル5階）

           担当部門 :経営企画部 商品・品質企画グループ

　　　　　 担当者 :野田　数己 　

           電話番号 :06-6365-4342 ＦＡＸ番号 :06-6365-4238

作成 :2009/2/12 改訂:2011/8/1

製品名 :STSストレッチフィルムF,S

物質の特定
単一製品・混合物の区
別

:混合物

化学名 :直鎖状低密度ポリエチレン

化学式または構造式 :省略

官報公示整理番号
（化審法）

:6-1594,6-1619,6-18

安衛法 :9-350,9-335,6-18

ＣＡＳ No. :25213-02-9,26221-73-8,25087-34-7

国連分類及び国連番号 :非該当

危険有害性の分類 分類の名称 :分類基準に該当しない

危険性 :通常の状態では危険な反応や火災爆発を起こすことはない

有害性 :通常の状態では特に有害性はない

ＰＲＴＲ法 :指定化学物質に該当しない

安衛法 :通知対象物質に該当しない

応急処置 眼に入った場合 :清水でよく洗う。異常がある場合は医師の診断を受ける。

皮膚に付着した場合 :刺激があれば石鹸で洗う。

吸入した場合 :

飲み込んだ場合 :直ちに吐かせる。もし大量に飲み込んだら医師の診断を受ける。

火災時の処置 消火方法 :消火剤、大量の水を用いる。消火するときは空気呼吸器を着用すること。

消火剤 :水、泡沫消火剤（エアフォーム）、粉末消火剤

消火を行うものの保護 :状況に応じて消火用防毒マスクや防火服等の保護具を着用する。

取り扱い及び 取り扱い :(1)歩行域には人が転倒しないようにフィルムを取り除くよう留意する
保管上の注意 :(2)フィルムを取り扱う場合は、静電除去装置を必要な場所に適宜配置

   し、人体を保護する必要がある。
:(3)本フィルムを顔や身体に巻き付けると窒息その他の重大な
   傷害を引き起こすことがあります。
:(4)本フィルムをご使用の際はヘルメット、手袋等の防護処置を行った
   上で適切な器具を用い、適切な方法でご使用ください。
:(5)本フィルムは荷崩れ防止処置の補助として使用されるものです、
   乱暴な扱いや不安定な荷物による荷崩れの防止を保証するものでは



　 ありません。
:(6)使用の際は油、雨水、塵埃などによる汚損がないようにご使用くだ
　さい。
   

保管 :熱・発火源から離れた乾燥した場所で常温保管する。

暴露防止処置 管理濃度 :

許容濃度 :日本産業衛生学会（　　年度版）---
:ＡＣＧＩＨ勧告値（　　年度版）---

設備対策 :

保護具 :必要に応じ適宜、安全靴、安全帽子（ヘルメット）、手袋等の保護具を
着用する

物理/化学的性質 外観、形状 :透明フィルム

密度 :約０．９２

沸点 :

蒸気圧 :

ｐｈ :該当しない

臭い :

揮発性 :なし

融点 :＞１００℃（推測）

溶解度 :水に不溶

危険性情報
引火点 :

（安定性、反応性）
発火点 :＞４００℃（推測）

爆発限界 :

可燃性 :あり

発火性（自然爆発性、
水との反応性）

:なし

酸化性 :なし

自己反応性、爆発性 :なし

粉塵爆発性 :なし

安定性、反応性 :常温で安定

有害性情報 皮膚腐食性 :知見なし

刺激性（皮膚、眼） :同上

感作性 :同上

急性毒性 :同上

亜急性毒性 :同上

慢性毒性 :同上

がん原性 :同上

変異原性 :同上

生殖毒性 :同上



催奇形性 :同上

その他（水と反応して有害なガスを発生する等を含む）
:同上

環境影響情報 分解性 :なし

蓄積性 :知見なし

魚毒性 :同上

その他 :

廃棄上の注意 (1)埋め立てるときは「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に従って公認の産業廃棄物処理業者
   もしくは地方公共団体がその処理を行っている場合にはその団体に委託し処理する。
(2)焼却するときは焼却設備を用い大気汚染防止条例等の諸法例に適合した処理を施して焼却する。

輸送上の注意 (1)梱包材が破れないように、水濡れや乱暴な取り扱いをさける。
(2)火気、高温度の物体をさける。

適用法令 消防法 :指定可燃物　合成樹脂（指定数量３０００Kg）

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律

:産業廃棄物、廃プラスチック類

その他（記載内容の問い合わせ、引用文献等）
記載内容の問い合わせ : 積水テクノ商事西日本株式会社商品・品質グループ    06-6365-4342

　　 　

* この情報は新しい知見に基づき改訂されることがあります。
* ここに記載された情報は上述の発効日の時点で可能な情報提供であり、明示および黙示の保証
　を行うものではありません。


